
公共職業訓練
（国・東京都）

委託訓練

民間教育訓練機関で実施できない若しくは困難な「ものづくり系の科目」を中心に、東京都の職業能力
開発施設（東京都立職業能力開発センター・校）で実施する訓練

専修学校、ＮＰＯ、大学など多様な民間教育訓練機関等に委託して実施する訓練

求職者支援訓練
（独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支

援機構 東京支部）

ハローワークに求職申込みをしている方を対象とした訓練（給付金：雇用保険法に基づく各種手当・職
業訓練受講給付金） ※令和４年７月法改正。以前は「主に雇用保険受給者以外」が対象
国が定める一定基準のもと認定した民間教育訓練機関で実施する訓練で、基本的能力を習得する「基礎
コース」と、基本的能力と実践的能力を一括して習得する「実践コース」がある。
求職者支援訓練の認定に関する事務や訓練実施機関に対する指導・助言は機構東京支部が行っている。

主に雇用保険受給者を対象とした訓練（給付金：雇用保険法に基づく各種手当）
公共職業能力開発施設で行う施設内訓練と民間事業者等に委託して行う委託訓練がある。離職者訓練

施設内訓練

在職者訓練

学卒者訓練

障害者訓練

東京における公的職業訓練

在職者を対象とした訓練で、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構東京支部（以下、「機構東
京支部」）や東京都の職業能力開発施設等で実施する訓練

高等学校卒業者等を対象とした訓練で、東京都の職業能力開発施設において実施する訓練

ハローワークの求職障害者を対象とした訓練で、東京障害者職業能力開発校（国設・都営）等で実施す
る訓練

離職者、在職者、学卒者、障害者等に対し、段階的かつ体系的に職業に必要な技能及びこれに関する知
識を習得することができるように、国及び都道府県が公共職業能力開発施設で実施する訓練と民間事業
者等に委託して行う職業訓練がある。

公的職業訓練は、公共職業訓練と求職者支援訓練の総称
国（ポリテクセンター）や都道府県（職業能力開発校）、民間教育訓練機関（委託訓練・求職者支援訓
練）で職業訓練が実施されているが、東京の特徴として全国で唯一、ポリテクセンターが設置されてお
らず、公共職業訓練のうち施設内訓練について東京都の職業能力開発施設で実施されている。

東京における公的職業訓練の概要

※ 公共職業訓練において委託先民間教育訓練機関には委託費を、求職者支援訓練においては認定職業訓練実施奨励金を支給



令和５年度 東京における事業規模（職業訓練実施計画数）

公共職業訓練 求職者支援訓練

離職者訓練 ①対象：主に雇用保険受給者
②期間：概ね３か月～１年

（※１～２か月「短期・短時間特例訓練」）
③実施機関：東京都（職業能力開発センター・校）等
④令和５年度計画：17,144人（全国の11.8 ％）

（内訳）施設内訓練：2,980人
委託訓練： 14,164人

⑤目標就職率（全国）：施設内訓練 82.5％
委託訓練 75％

①対象：ハローワーク求職申込み者
（４年７月法改正。６月までは「主に雇用保険受給者以外」）

②期間：基礎コース（２か月～４か月）
実践コース（３か月～６か月）

（※２週間～６か月「短期・短時間特例訓練」）

③実施機関：民間教育訓練機関等
④令和５年度計画：9,745人（全国の13.8％）

（内訳）基礎コース：975人
実践コース：8,770人

⑤目標就職率※（全国）：基礎コース 58％
実践コース 63％ ※雇用保険適用就職率

在職者訓練 ①対象：在職者
②期間：概ね２日～５日
③実施機関：東京都（職業能力開発センター・校）等
④令和５年度計画：22,162人（全国 109,500 人の20.2％）

※障害者向け 50人、生産性向上訓練等2,790人を含む

ー

学卒者訓練 ①対象：高等学校卒業者等
②期間：概ね３か月～２年
③実施機関：東京都（職業能力開発センター・校）
④令和５年度計画：1,295人（全国 5,800人の22.3％）

※前年度からの繰越 230人を含む

ー

障害者訓練 ①対象：ハローワークの求職者（障害者）
②期間：概ね３か月～１年
③実施機関：東京都（障害者職業能力開発校等）
④令和５年度計画：1,020人（全国6,310人の16.2％）

（内訳）施設内訓練：320人
委託訓練： 700人

ー

・令和５年度の計画数について、公共訓練のうち離職者訓練が17,144人（全国145,169人の11.8％）で、そのうち都立職業能力開発
センターで実施する施設内訓練が2,980人、民間教育関連機関に委託して実施する委託訓練が14,164人としている。

・求職者支援訓練については、9,745人（全国70,844人の13.8％）で、そのうち基礎コースが975人、実践コースが8,770人としている。
・公共職業訓練のうち、在職者訓練、学卒者訓練、障害者訓練については、下表のとおり。


